
1　特　別　職

報　　酬 給　　料 期末手当(千円) その他の 計

(人) (千円) (千円) 年間支給率月分 手当(千円) (千円) (千円) (千円)

3 28,860 12,844 41,704 6,044 47,748

(4.45月分)

21 100,744 44,830 145,574 37,469 183,043

(4.45月分)

その他の 1,427 238,932 238,932 238,932

特 別 職

1,451 339,676 28,860 57,674 426,210 43,513 469,723

3 28,860 12,699 41,559 6,972 48,531

(4.4月分)

21 100,744 44,327 145,071 38,779 183,850

(4.4月分)

その他の 1,138 239,151 239,151 239,151

特 別 職

1,162 339,895 28,860 57,026 425,781 45,751 471,532

0 0 145 145 △ 928 △ 783

0 0 503 503 △ 1,310 △ 807

その他の 289 △ 219 △ 219 △ 219

特 別 職

289 △ 219 0 648 429 △ 2,238 △ 1,809

前
 
年
 
度

長　　等

議　　員

計

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給　　　　　　与　　　　　　費

区　　分 職員数 共 済 費 合　　計

本
 
年
 
度

長　　等

議　　員

計

比
 
 
　
較

長　　等

議　　員

計

一般会計



2　一　般　職

(1)総　括　　

区分

(人) 報　酬(千円) 給　料(千円) 職員手当(千円) 計　(千円) (千円) (千円)

（47）

514 1,914,860 1,225,948 3,140,808 626,268 3,767,076

（51）

505 1,901,972 1,208,913 3,110,885 629,106 3,739,991

（△4）

9 12,888 17,035 29,923 △ 2,838 27,085

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当

区　分

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 32,988 116,888 43,467 34,461 195 147,614

前年度 35,364 116,259 44,773 32,630 195 142,518

比　較 △ 2,376 629 △ 1,306 1,831 0 5,096

夜間勤務手当 休日勤務手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 管理職員特別

区　分 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 1,340 2,632 67,320 430,592 343,767 4,684

前年度 1,336 2,354 65,940 429,699 333,161 4,684

比　較 4 278 1,380 893 10,606 0

（　）内は、再任用短時間勤務職員・任期付短時間勤務職員で外書き

職員数 共　済　費 合　　　計

本
年
度

前
年
度

比
　
較

給　　　　　与　　　　　費

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

一般会計



(2)給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額(千円)

12,888 給与改定 3,650 給与改定の状況

に 伴 う 0.21%

増 減 分 前年度

昇 給 33,720 平均昇給率 1.61%

に 伴 う 昇給日　4月1日

増 加 分

その他の △ 24,482 採用・退職に係る増減分 (1)職員数の異動状況

増 減 分 △ 23,542 　現に在職

　する職員数

本年度 498人 16人 514人 

増減分 △ 940 前年度 499人 6人 505人 

増　減 △1人 10人 9人 

(2)採用・退職等の状況

40人 

24人 

17,035 制度改正 8,620 扶養手当 △ 324

に 伴 う 勤勉手当 8,944

増 減 分

その他の 8,415 扶養手当 △ 2,052

増 減 分 地域手当 629

住居手当 △ 1,306

通勤手当 1,831

5,096

夜間勤務手当 4

休日勤務手当 278

管理職手当 1,380

期末手当 893

勤勉手当 1,662

増減事由別内訳(千円) 説　　　　　明(千円) 備　　　　　　　　　　　　考

給
　
　
　
　
　
　
 
　
料

給料の改定率

給与改定実施時期   平成30年12月20日

(その他) ( 計 )

会計間の異動等に係る

採用等(予定)

退職等(予定)

職
　
員
　
手
　
当

時間外勤務手当

一般会計



(3)給料及び職員手当の状況

ｱ 職員1人当たり給与

行　政　職 技能労務職

300,846 346,383

345,236 382,661

38.8 56.1

300,846 361,542

352,588 400,358

39.5 55.1

ｲ 初　任　給
（平成31年1月1日)

区　　分

高 校 卒

大 学 卒

　平 均 年 齢 　(歳)

区　　　　　　　　　　分

　平均給料月額　(円)

平成31年1月1日現在 　平均給与月額　(円)

　平均給料月額　(円)

平成30年1月1日現在 　平均給与月額　(円)

　平 均 年 齢 　(歳)

一般行政職(円) 国の一般行政職(円)

158,300 148,600

187,200 180,700

一般会計



職種

級 職員数(人) 構成比(%) 職員数(人) 構成比(%)

(  ) (  ) (  ) (  )

1級 50 10.3

(  ) (  ) (  ) (  )

2級 161 33.1 9 75.0

(50) (96.2) (  ) (  )

3級 88 18.1 3 25.0

( 2) (3.8) (  ) (  )

4級 78 16.1

(  ) (  ) (  ) (  )

5級 42 8.6

(  ) (  ) (  ) (  )

6級 40 8.2

(  ) (  ) (  ) (  )

7級 13 2.7

(  ) (  ) (  ) (  )

8級 14 2.9

(52) (100.0) (  ) (  )

計 486 100.0 12 100.0

(  ) (  ) (  ) (  )

1級 54 11.1

(  ) (  ) (  ) (  )

2級 154 31.6 9 75.0

(35) (94.6) (  ) (  )

3級 89 18.3 3 25.0

( 2) (5.4) (  ) (  )

4級 84 17.2

(  ) (  ) (  ) (  )

5級 38 7.8

(  ) (  ) (  ) (  )

6級 43 8.8

(  ) (  ) (  ) (  )

7級 11 2.3

(  ) (  ) (  ) (  )

8級 14 2.9

(37) (100.0) (  ) (  )

計 487 100.0 12 100.0

（　）内は、再任用短時間勤務職員・任期付短時間勤務職員で外書き

(級別の標準的な職務内容)

区　　分 1　　級 2　　級 3　　級 4　　級 5　　級 6　　級 7　　級 8　　級

一般行政職 主事・技師 主事・技師 主　　任 係　　長 副 課 長 課　　長 副 部 長 部　　長

ｳ 級別職員数

行　   政 　  職 技　能　労　務　職

平成31年1月1日現在

平成30年1月1日現在

区　　　　　分

一般会計



ｴ 昇給

行　政　職 技能労務職

(A)   (人) 514 502 12

(B)   (人) 471 462 9

2号給 (人) 34 28 6

3号給 (人)

4号給 (人) 432 429 3

6号給 (人) 5 5

(B)/(A) (%) 91.6 92.0 75.0

(A)   (人) 505 493 12

(B)   (人) 465 455 10

2号給 (人) 38 33 5

3号給 (人)

4号給 (人) 410 405 5

6号給 (人) 17 17

(B)/(A) (%) 92.1 92.3 83.3

ｵ 期末手当・勤勉手当

6月(月分) 12月(月分)

(1.175) (1.175) (2.350)

2.225 2.225 4.450

(1.075) (1.225) (2.300)

2.125 2.275 4.400

(1.175) (1.175) (2.350)

2.225 2.225 4.450

（　）内は、再任用職員・任期付短時間勤務職員で外書き

代　表　的　な　職　種

前
　
　
年
　
　
度

職　員　数          　　　　

昇給に係る職員数

号給数別内訳

比　　　率

合　　　計

本
　
　
年
　
　
度

職　員　数          　　　　

昇給に係る職員数

号給数別内訳

比　　　率

区　　　           　　　  分

支給率計(月分)

　 職制上の段階、職務の
備　　　考

　 級等による加算措置

本 年 度 有

区　　分
支  給  期  別  支  給  率

前 年 度 有

国の制度 有

一般会計



ｶ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（平成31年1月1日現在）

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の

区　　分 退職時特別昇給 備　考

(月分) (月分) (月分) (月分) 加算措置等

定年前早期

支給率等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000 退職特例措置

(2%～30%加算)

国の制度 定年前早期

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000 退職特例措置

(支給率等) (2%～45%加算)

ｷ 地域手当

市　　内

ｸ 特殊勤務手当

職　　種

技能労務職

作業手当、特殊

自動車運転手当

ｹ その他の手当

区　　分

扶養手当

住居手当

通勤手当

支　給　対　象　地　域

6

支給対象職員数 (人) 514

国の指定基準に基づく
6

   支 給 率   ( % )

支  給  率　  ( % )

区　　　　　分

 給料総額に対する比率(%) 0.39

 支給対象職員の比率(%)  
91.7

(平成31年1月1日)

 代表的な特殊勤務手当の名称

国の制度との異同

同　　　じ

異　な　る

同　　　じ

一般会計



期　　　間 金　　額

高齢者向け優良賃貸住宅家
賃対策補助

　（平成１４年度）

１戸当たり３０千円以内
平成１４年度から

平成３０年度まで
52,796

高齢者向け優良賃貸住宅家
賃対策補助

　（平成１６年度）

１戸当たり３０千円以内
平成１６年度から

平成３０年度まで
138,906

八潮市小口資金融資による
埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成１８年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債務額の
１０％及び利子。ただし、埼玉県信用保証
協会の責によらず保険金を受領できないと
きは、保証債務額の元金及び利子

平成１８年度から

平成３０年度まで
2,080

八潮市小口資金融資に対す
る利子補給

　（平成１９年度）

支払利息の３０％
平成１９年度から

平成３０年度まで
5,067

八潮市小口資金融資による
埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成１９年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債務額の
１０％及び利子。ただし、埼玉県信用保証
協会の責によらず保険金を受領できないと
きは、保証債務額の元金及び利子

平成１９年度から

平成３０年度まで
4,456

八潮市不況対策資金融資によ
る埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成１９年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債務額の
１５％及び利子。ただし、埼玉県信用保証
協会の責によらず保険金を受領できないと
きは、保証債務額の元金及び利子

平成１９年度から

平成３０年度まで
1,019

八潮駅南口周辺整備事業負
担金

　（平成１９年度）

1,000,000千円に金利及び事務費を
加算した額

平成１９年度から

平成３０年度まで
571,323

八潮市小口資金融資に対す
る利子補給

　（平成２０年度）

支払利息の３０％
平成２０年度から

平成３０年度まで
5,078

八潮市小口資金融資による
埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２０年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

平成２０年度から

平成３０年度まで
170

八潮市小口資金融資に対す
る利子補給

　（平成２１年度）

支払利息の５０％以内
平成２１年度から

平成３０年度まで
8,996

八潮市小口資金融資による
埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２１年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

平成２１年度から

平成３０年度まで
1,691

八潮市商工業近代化資金融
資に対する利子補給

　（平成２１年度）

支払利息の５０％以内
平成２１年度から

平成３０年度まで
1,337

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る

支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度

事　　　項 限　度　額

　　　  前年度末までの
　　　  支出（見込）額



期　　　間 金　　額 国県支出金 地方債 その他

　平成３１年度から

　平成３５年度まで

　限度額に
　同じ

　限度額に
　対する
　一定額

　左の特定
　財源を除
　いた額

　平成３１年度から

　平成３６年度まで

　限度額に
　同じ

　限度額に
　対する
　一定額

　左の特定
　財源を除
　いた額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３２年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成４０年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３３年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３４年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３４年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の

以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

　　　　  当該年度以降
　　　　  の支出予定額

  （単位  千円）

特　　定　　財　　源
一般財源

　　左　　の　　財　　源　　内　　訳　



期　　　間 金　　額

事　　　項 限　度　額

　　　  前年度末までの
　　　  支出（見込）額

八潮市商工業近代化資金融資に
よる埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２１年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市不況対策資金融資によ
る埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２１年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

平成２１年度から

平成３０年度まで
570

八潮市小口資金融資に対す
る利子補給

　（平成２２年度）

支払利息の５０％以内
平成２２年度から

平成３０年度まで
6,251

八潮市小口資金融資による
埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２２年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

平成２２年度から

平成３０年度まで
493

八潮市不況対策資金融資によ
る埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２２年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市小口資金融資に対す
る利子補給

　（平成２３年度）

支払利息の１００％以内
平成２３年度から

平成３０年度まで
14,685

八潮市小口資金融資による
埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２３年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

平成２３年度から

平成３０年度まで
43

八潮市不況対策資金融資によ
る埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２３年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市小口資金融資に対す
る利子補給

　（平成２４年度）

支払利息の５０％以内
平成２４年度から

平成３０年度まで
3,874

八潮市小口資金融資による
埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２４年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

平成２４年度から

平成３０年度まで
904

八潮市不況対策資金融資によ
る埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２４年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市公害防止設備資金融
資に対する利子補給

　（平成２５年度）

支払利息の３４％
平成２５年度から

平成３０年度まで
859

八潮市小口資金融資に対す
る利子補給

　（平成２５年度）

支払利息の５０％以内
平成２５年度から

平成３０年度まで
5,419



期　　　間 金　　額 国県支出金 地方債 その他

　　　　  当該年度以降
　　　　  の支出予定額

  （単位  千円）

特　　定　　財　　源
一般財源

　　左　　の　　財　　源　　内　　訳　

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３５年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３６年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３７年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３６年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３８年度まで

　限度額に
　同じ

全　額



期　　　間 金　　額

事　　　項 限　度　額

　　　  前年度末までの
　　　  支出（見込）額

八潮市小口資金融資による
埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２５年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市不況対策資金融資によ
る埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２５年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

平成２５年度から

平成３０年度まで
604

ＬＥＤ街路灯借上料

　（平成２５年度）
290,052

平成２５年度から

平成３０年度まで
145,026

八潮市小口資金融資に対す
る利子補給

　（平成２６年度）

支払利息の５０％以内
平成２６年度から

平成３０年度まで
2,482

八潮市小口資金融資による
埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２６年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市商工業近代化資金融
資に対する利子補給

　（平成２６年度）

支払利息の５０％以内
平成２６年度から

平成３０年度まで
568

八潮市商工業近代化資金融資に
よる埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２６年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市不況対策資金融資によ
る埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２６年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市小口資金融資に対す
る利子補給

　（平成２７年度）

支払利息の５０％以内
平成２７年度から

平成３０年度まで
2,332

八潮市小口資金融資による
埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２７年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市不況対策資金融資によ
る埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２７年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市農業近代化資金融資
に対する利子補給

　（平成２７年度）

借入利率の１％
平成２７年度から

平成３０年度まで
296

八潮市付け保留地購入資金
利子補給

　（平成２７年度）

１件につき支払利息の５０％又は
５０千円のいずれか低い額

平成２７年度から

平成３０年度まで
200



期　　　間 金　　額 国県支出金 地方債 その他

　　　　  当該年度以降
　　　　  の支出予定額

  （単位  千円）

特　　定　　財　　源
一般財源

　　左　　の　　財　　源　　内　　訳　

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３５年度まで
145,026 145,026

　平成３１年度から

　平成３９年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３９年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成４０年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３８年度まで

　限度額に
　同じ

全　額



期　　　間 金　　額

事　　　項 限　度　額

　　　  前年度末までの
　　　  支出（見込）額

コミュニティセンター指定
管理料

　（平成２７年度）

52,383
平成２７年度から

平成３０年度まで
31,368

知的障がい者生活サポート
センター指定管理料
　
  （平成２７年度）

8,320
平成２７年度から

平成３０年度まで
4,992

身体障がい者福祉センター
指定管理料
　
  （平成２７年度）

119,054
平成２７年度から

平成３０年度まで
69,945

虹の家指定管理料
　
  （平成２７年度）

9,990
平成２７年度から

平成３０年度まで
5,994

わかくさ指定管理料

　（平成２７年度）
60,330

平成２７年度から

平成３０年度まで
27,090

老人福祉センター指定管理
料
　
  （平成２７年度）

275,469
平成２７年度から

平成３０年度まで
141,090

子ども・子育て支援事業委
託料

　（平成２８年度）

121,620
平成２８年度から

平成３０年度まで
54,002

八潮市小口資金融資に対す
る利子補給

　（平成２８年度）

支払利息の５０％以内
平成２８年度から

平成３０年度まで
2,492

八潮市小口資金融資による
埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２８年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市商工業近代化資金融
資に対する利子補給

　（平成２８年度）

支払利息の５０％以内

八潮市不況対策資金融資によ
る埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２８年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

新規創業資金融資に対する
利子補給

　（平成２８年度）

支払利息の全額
平成２８年度から

平成３０年度まで
448

学童保育所指定管理料

　（平成２８年度）
129,580

平成２８年度から

平成３０年度まで
51,356



期　　　間 金　　額 国県支出金 地方債 その他

　　　　  当該年度以降
　　　　  の支出予定額

  （単位  千円）

特　　定　　財　　源
一般財源

　　左　　の　　財　　源　　内　　訳　

　平成３１年度から

　平成３２年度まで
21,015 888 20,127

　平成３１年度から

　平成３２年度まで
3,328 3,328

　平成３１年度から

　平成３２年度まで
49,109 49,109

　平成３１年度から

　平成３２年度まで
3,996 3,996

　平成３１年度から

　平成３２年度まで
33,240 33,240

　平成３１年度から

　平成３２年度まで
134,379 147 134,232

　平成３１年度から

　平成３３年度まで
67,618 38,500 29,118

　平成３１年度から

　平成４１年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成４１年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３２年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３３年度まで
78,224 23,148 55,076



期　　　間 金　　額

事　　　項 限　度　額

　　　  前年度末までの
　　　  支出（見込）額

八潮市土地開発公社が借入
れる事業資金の債務保証

　（平成２９年度）

借入金114,000千円以内の償還期限
を経過してもなお弁済されない元
金及び利息（遅延損害金を含
む。）

八潮市土地開発公社が先行
取得した公共用地等の買取
り
　（平成２９年度）

八潮市土地開発公社に取得依頼し
た土地を八潮市が買取るために必
要な額

埼玉県電子申請共同システ
ム委託料

　（平成２９年度）

1,223
平成２９年度から

平成３０年度まで
188

子育て応援サイト等使用料

　（平成２９年度）
6,645

平成２９年度から

平成３０年度まで
1,545

八潮市小口資金融資に対す
る利子補給

　（平成２９年度）

支払利息の５０％以内
平成２９年度から

平成３０年度まで
414

八潮市小口資金融資による
埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２９年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

平成２９年度から

平成３０年度まで
296

八潮市商工業近代化資金融
資に対する利子補給

　（平成２９年度）

支払利息の５０％以内

八潮市商工業近代化資金融資に
よる埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２９年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市不況対策資金融資によ
る埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成２９年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

新規創業資金融資に対する
利子補給

　（平成２９年度）

支払利息の全額
平成２９年度から

平成３０年度まで
302

南部西地区整備事業負担金

　（平成２９年度）
950,000

平成２９年度から

平成３０年度まで
50,000

八條図書館・八條公民館指
定管理料

　（平成２９年度）

354,283
平成２９年度から

平成３０年度まで
69,886

八潮市土地開発公社が先行
取得した公共用地等の買取
り
　（平成３０年度）

八潮市土地開発公社に取得依頼し
た土地を八潮市が買取るために必
要な額



期　　　間 金　　額 国県支出金 地方債 その他

　　　　  当該年度以降
　　　　  の支出予定額

  （単位  千円）

特　　定　　財　　源
一般財源

　　左　　の　　財　　源　　内　　訳　

　平成３１年度から

　平成３２年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３３年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３２年度まで
1,035 1,035

　平成３１年度から

　平成３４年度まで
5,100 5,100

　平成３１年度から

　平成４２年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成４２年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３３年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　事業完了まで
900,000 900,000

　平成３１年度から

　平成３４年度まで
284,397 284,397

　平成３１年度から

　平成３４年度まで

　限度額に
　同じ

全　額



期　　　間 金　　額

事　　　項 限　度　額

　　　  前年度末までの
　　　  支出（見込）額

八潮市公害防止設備資金融
資に対する利子補給

　（平成３０年度）

支払利息の３４％

ＬＥＤ街路灯借上料

　（平成３０年度）
11,005

八潮市身寄りのない未成年
者の就労に係る身元保証補
償金
　（平成３０年度）

１契約につき３００千円以内

八潮市小口資金融資に対す
る利子補給

　（平成３０年度）

支払利息の５０％以内 平成３０年度 141

八潮市小口資金融資による
埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成３０年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市商工業近代化資金融
資に対する利子補給

　（平成３０年度）

支払利息の５０％以内

八潮市商工業近代化資金融資に
よる埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成３０年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市不況対策資金融資によ
る埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成３０年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

工場移転資金融資に対する
利子補給

　（平成３０年度）

支払利息の５０％以内

新規創業資金融資に対する
利子補給

　（平成３０年度）

支払利息の全額 平成３０年度 102

八潮市農業近代化資金融資
に対する利子補給

　（平成３０年度）

借入利率の１％

八潮市付け保留地購入資金
利子補給

　（平成３０年度）

１件につき支払利息の５０％又は
５０千円のいずれか低い額

小中学校校舎空調機器使用
料

　（平成３０年度）

1,645,538



期　　　間 金　　額 国県支出金 地方債 その他

　　　　  当該年度以降
　　　　  の支出予定額

  （単位  千円）

特　　定　　財　　源
一般財源

　　左　　の　　財　　源　　内　　訳　

　平成３１年度から

　平成４１年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成４０年度まで
11,005 11,005

　平成３１年度から

　平成３５年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成４３年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成４３年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３４年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３４年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成４１年度まで

　限度額に
  同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成４４年度まで
1,645,538 1,645,538



期　　　間 金　　額

事　　　項 限　度　額

　　　  前年度末までの
　　　  支出（見込）額

生活困窮者自立相談支援業
務委託料

　（平成３０年度）

43,640

生活困窮者就労準備支援業
務委託料

　（平成３０年度）

33,426

生活困窮者家計改善支援業
務委託料

　（平成３０年度）

4,098

被保護者就労支援業務委託
料

　（平成３０年度）

8,221

学童保育所指定管理料

　（平成３０年度）
58,311

障がい者総合相談窓口業務
委託料

　（平成３０年度）

78,039

障がい者就労支援センター
業務委託料

　（平成３０年度）

8,198

やまびこ指定管理料

　（平成３０年度）
59,495

市営住宅借上料（６戸分）

　（平成３０年度）

１戸当たり月額５３，７００円以
内

八潮市土地開発公社が借入
れる事業資金の債務保証

　（平成３１年度）

借入金131,000千円以内の償還期限
を経過してもなお弁済されない元
金及び利息（遅延損害金を含
む。）

八潮市土地開発公社が先行
取得した公共用地等の買取
り
　（平成３１年度）

八潮市土地開発公社に取得依頼し
た土地を八潮市が買取るために必
要な額

新庁舎建設工事基本設計・
実施設計業務委託料

　（平成３１年度）

182,500

八潮市公害防止設備資金融
資に対する利子補給

　（平成３１年度）

支払利息の３４％



期　　　間 金　　額 国県支出金 地方債 その他

　　　　  当該年度以降
　　　　  の支出予定額

  （単位  千円）

特　　定　　財　　源
一般財源

　　左　　の　　財　　源　　内　　訳　

　平成３１年度から

　平成３３年度まで
43,640 32,593 11,047

　平成３１年度から

　平成３３年度まで
33,426 22,283 11,143

　平成３１年度から

　平成３３年度まで
4,098 2,049 2,049

　平成３１年度から

　平成３３年度まで
8,221 6,146 2,075

　平成３１年度から

　平成３３年度まで
58,311 18,270 40,041

　平成３１年度から

　平成３５年度まで
78,039 39,833 38,206

　平成３１年度から

　平成３３年度まで
8,198 8,198

　平成３１年度から

　平成３５年度まで
59,495 59,495

　平成３１年度から

　平成４０年度まで

　限度額に
  同じ

　限度額に
　対する
　一定額

　限度額に
　対する
　一定額

　左の特定
　財源を除
　いた額

　平成３１年度から

　平成３４年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３５年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３２年度まで
182,500 182,500

　平成３１年度から

　平成４２年度まで

　限度額に
　同じ

全　額



期　　　間 金　　額

事　　　項 限　度　額

　　　  前年度末までの
　　　  支出（見込）額

八潮市身寄りのない未成年
者の就労に係る身元保証補
償金
　（平成３１年度）

１契約につき３００千円以内

八潮市小口資金融資に対す
る利子補給

　（平成３１年度）

支払利息の５０％以内

八潮市小口資金融資による埼玉
県信用保証協会が行う代位弁済
に対する損失補償
　（平成３１年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市商工業近代化資金融資
に対する利子補給

　（平成３１年度）

支払利息の５０％以内

八潮市商工業近代化資金融資に
よる埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成３１年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

八潮市不況対策資金融資によ
る埼玉県信用保証協会が行う
代位弁済に対する損失補償
　（平成３１年度）

埼玉県信用保証協会が行う保証債
務額の１２％及び利子

工場移転資金融資に対する
利子補給

　（平成３１年度）

支払利息の５０％以内

新規創業資金融資に対する
利子補給

　（平成３１年度）

支払利息の全額

八潮市農業近代化資金融資
に対する利子補給

　（平成３１年度）

借入利率の１％

市営住宅借上料（４戸分）

　（平成３１年度）

１戸当たり月額５３，７００円以
内

八潮市付け保留地購入資金
利子補給

　（平成３１年度）

１件につき支払利息の５０％又は
５０千円のいずれか低い額



期　　　間 金　　額 国県支出金 地方債 その他

　　　　  当該年度以降
　　　　  の支出予定額

  （単位  千円）

特　　定　　財　　源
一般財源

　　左　　の　　財　　源　　内　　訳　

　平成３１年度から

　平成３６年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成４４年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成４４年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３５年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成３５年度まで

　限度額に
　同じ

全　額

　契約締結の日から

　解約の日まで

　限度額に
　同じ

全　額

　平成３１年度から

　平成４１年度まで

　限度額に
  同じ

　限度額に
　対する
　一定額

　限度額に
　対する
　一定額

　左の特定
　財源を除
　いた額

　平成３１年度から

　平成４２年度まで

　限度額に
  同じ

全　額



（単位  千円）

前年度末 当該年度末

現 在 高 当 該 年 度 中 当 該 年 度 中 現  在  高

見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 見  込  額

１　普　  通 　 債 15,568,096 15,169,598 1,163,000 1,708,140 14,624,458

(1）総 務 債 118,751 122,699 69,400 11,899 180,200

(2）民 生 債 290,529 294,883 33,700 29,376 299,207

(3）衛 生 債 173,839 155,237 1,600 20,045 136,792

(4）労 働 債 15,438 14,069  1,376 12,693

(5）農林水産業債 1,082 870  214 656

(6）土 木 債 9,642,854 9,634,566 1,035,700 948,672 9,721,594

(7）消 防 債 936,025 774,442  150,005 624,437

(8）教 育 債 4,389,578 4,172,832 22,600 546,553 3,648,879

２　そ　  の 　 他 7,783,107 6,997,634  796,860 6,200,774

(1）減収補てん債 141,960 122,714  19,523 103,191

(2）減税補てん債 349,191 276,264  67,592 208,672

(3）臨時財政対策債 7,291,956 6,598,656  709,745 5,888,911

23,351,203 22,167,232 1,163,000 2,505,000 20,825,232

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末

及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

合　　　計

区　　　　　分
前々年度末
現  在  高

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み


